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■指導行政のポイント 
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 中教審で小中一貫教育が審議されている。平成 21

年７月に初等中等教育分科会に「学校段階間の連
携・接続等に関する作業部会」が設置され，まず，
中高一貫教育について審議を行ってきたが，平成 23

年７月に「主な意見等の整理」が取りまとめられた
ので，今度は小中一貫教育の検討に移ったわけだ。 
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 小中一貫教育については，中教審答申「新しい時
代の義務教育を創造する」（平成17年）において「設
置者の判断で９年制の義務教育学校を設置すること

の可能性やカリキュラム区分の弾力化など，学校種
間の連携・接続を改善するための仕組みについて種々
の観点に配慮しつつ十分に検討する必要がある」と

提言している。 
 また，教育振興基本計画（平成 20 年７月閣議決
定）でも，「6－3－3－4 制の弾力化に関し，小中一

貫教育……など，各学校段階間の円滑な連携・接続
等のための取組について検討する」と示している。 
 こうした流れのなかで，すでに全国的にかなりの

学校で，小中一貫教育の先行的な取組みが行われて
いる。その取組みは，次の３つの方法による。 
 第１は，研究開発学校。これは，教育課程の改善

に関する実証的資料を得るため，文科大臣が，学校
教育法施行規則 55 条に基づき，申請のあった学校
に学習指導要領によらない教育課程の編成・実施を

認める制度である。 
 研究開発学校における小中連携教育の取組みは，
現在，８市町村・32 校で行われている。例えば，船

橋市の若松小学校と若松中学校では，９年間を通じ
て基礎的・基本的な内容の確実な定着を図るため，
学習内容の移行・統合を含めて，小中一貫教育カリ

キュラム試案の開発を行っている。 
 第２は，教育課程特例校。これは，当初，構造改

革特別区域法に基づく研究開発学校として始まった

が，平成 20年度から学校教育法施行規則 55条の２
に基づく教育課程特例校制度に移行した。教育課程
特例校は，文科大臣が，申請に基づき指定し，学習

指導要領によらない教育課程の編成・実施を認める
制度である。 
 教育課程特例校による取組みは，現在，27市町村・

768 校に及ぶ。例えば，東京都品川区では独自の「小
中一貫教育要領」を定め，全小・中学校で９年間の
系統的な学習を実施し，全学年に「市民科」を新設，

小学１年から英語教育を導入している。 
 第３は，制度上の特例を活用しない取組み。研究
開発学校や教育課程特例校のような特例措置に基づ

かないで，学習指導要領の許容する範囲内で，教育
目標や教育課程等を統一し，運営体制・指導体制を
一体化して，小中一貫教育を行うものである。運用

による小中一貫教育の取組みは，三鷹市，三条市，
宗像市など全国的にかなりの学校で行われている。
横浜市は新年度から全小・中学校で行う予定という。 
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 こうした先行的な取組みを踏まえて，中教審の作
業部会で，小中一貫教育のあり方について審議を進

めているが，検討事項として，①小中一貫の教育課
程のあり方，②小・中教員の乗り入れ方法，③教員
免許のあり方，④小中一貫教育の推進体制，⑤校地・

校舎，通学区域面の制約の克服，⑥学校の名称（義
務教育学校とするか）などが挙げられている。 
 文科省調査によると，９年制の小中一貫校をつく

ることに賛成する率は，保護者30.6％，教員19.3％，
校長・教頭 33.5％にとどまっている。果たして，中
教審は９年制義務教育学校の制度化にまで踏み込む

かどうか。注目されるところだ。 
（ひしむら・ゆきひこ＝(財)学習ｿﾌﾄｳｴｱ情報研究ｾﾝﾀｰ理事長） 
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